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　令和2年度当初予算の編成にあたっては、市民の安心・安全を確保し、次世代に「安心
の輪」をつなぐ取り組みを進める年と位置付けました。
　昨年10月の東日本台風では、伊達市内において河川氾濫や土砂災害が発生し、市内
各地で甚大な被害を受けました。今年度は、市の最大の使命である市民の皆さんの安
心・安全を確保するために、復旧・復興と防災・減災対策に重点的に取り組み、災害に強
いまちづくりを進めてまいります。
　また、本市の最大の課題は人口減少への対応です。若い世代の地元定着や市外から
の移住促進が重要と捉えております。そのため、新工業団地の造成、企業誘致や新規
就農支援などによる働く場の確保、地域資源を活かした交流人口や関係人口の拡大を
図ってまいります。
　さらに、県内でも先行した取り組みである「伊達市版ネウボラ事業」をはじめとする子
育て支援、学んだことが生きる力につながる教育の充実を図り、若い子育て世代にとっ
て魅力的な地域づくりを進めてまいります。
　加えて、高齢者を含めて、支援が必要な人たちが住み慣れた地域で安心して活躍で
きる社会とするために、運動習慣化支援と元気づくり会を中心とした健幸都市施策、福
祉施策を推進してまいります。
　これら「子育て・教育のまち」、「林業・商工業・観光まち」、「健幸・福祉のまち」の３つを
基軸とする事業を展開し、市民の皆様と共に、次世代に「安心の輪」をつなげる取り組み
に取り組んでまいりますので、よろしくお願いいたします。
　なお、本冊子は、市が行う行政サービスや各分野の事業をより多くの皆さんに知って
いただくために、分かりやすく簡潔に取りまとめたものですので、ぜひ活用いただきた
いと思います。
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　令和２年度は、市民の「安心・安全」を確保し、次世代に「安心の輪」をつなぐ取り組
みを進める年と位置付けました。
　昨年 10月の令和元年東日本台風（台風第 19号）で甚大な被害を受けた本市にとって、
最優先の課題である「災害復旧と防災・減災対策」に重きを置き、「子育て・教育のまち」、「農
林業・商工業・観光のまち」、「健幸・福祉のまち」の３つを柱として重点的に施策展開を
図ります。

・運動習慣化支援
・元気づくり会

・伊達市版ネウボラ
・認定こども園整備
・小中学校改築施設整備

・災害復旧事業
・内水排除対策
・避難情報収集伝達事業

・企業誘致
・新規就農者支援
・交流人口拡大対策

安全・安心
〜次世代につなぐ安心の輪〜

災害復旧
防災・減災

農林業
商工業
観光のまち

健幸・福祉
のまち

子育て
教育のまち

令和２年度の施策展開と予算規模
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■令和２年度に行う事業の予算規模

　令和 2年度の予算規模は、当初予算額に令和元年度からの繰越予算額を合わせ、総予
算額 423億 7,418 万円になりました。

令和２年度当初予算	 ３２７億２，２０４万円

令和元年度からの繰越	 ９６億５，２１４万円

総予算（当初予算＋繰越分）	 ４２３億７，４１８万円

【令和２年度の総予算グラフ】

市税
54 億
8,261 万円
12,9%

地方譲与税
3 億 5,274 万円
0.8%

その他の交付金
14 億 4,745 万円
3.4%

地方交付税
98 億
5,240 万円
23.3%

国庫支出金
45 億 513万円 10.6%

県支出金
43 億
9,483 万円
10.4%

繰越財源
96 億
5,214 万円
22.8%

市債
33 億
9,190 万円
8.0%

税外収入
32 億 9,498 万円
7.8%

歳入合計
423億
7,418 万円

総務費
38 億
5,568 万円
9.1%

民生費
92 億
9,360 万円
21.9%

予備費
1 億円 0.2%

繰越事業
（一般事業）
25 億 1,288 万円
5.9%

議会費
2 億 4,070 万円 0.6%

公債費
39 億
3,663 万円
9.3%

115億 1,663 万円
27.1% 

衛生費
19 億
2,767 万円
4.6% 
労働費
1,647 万円
0.0%

商工費 
6 億 4,627 万円
1.5%

農林水産業費
10 億 7,915 万円
2.6% 

土木費　
22億 2,367 万円
5.3%

消防費
15 億 2,108 万円 3.6%

歳出合計
423億
7,418 万円

災害復旧費
43 億
7,737 万円
10.3% 

繰越事業
（防災・減災・復旧分）
71 億 3,926 万円
16.8% 

教育費
35 億
375万円
8.3%

歳　入
423億 7,418 万円

歳　出
423億 7,418 万円
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月舘学園小中一貫教育推進支援事業 3,111万円
担当課　学校教育課

　英語教育、ICT教育、ふるさと教育を掲げた伊達市の小中連携教育をリードする学校の実現を目指します。

【主な内容】
○�外国語指導助手（ALT）を月舘学園に常駐させ、小学校１年生から中学校
３年生までの９年間の英語教育の充実に取り組みます。
○�タブレットPCや電子黒板を活用し、画像、動画、音声などを用いて、楽
しくわかりやすい授業を行います。
○�伊達市内のベンチャー企業と提携し、ロボットを使ったプログラミング教
育システムを導入し進めていきます。（福島県産ロボット導入支援助成金
を活用）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
3,032 79

今年 4月に開校した月舘学園の校舎

　この事業説明書は、令和２年度に市が行う主な事業の概要をわかりやすくお知らせする
ために作成した冊子です。
　今年度は、市民の皆様の「安心・安全」を確保し、次世代に「安心の輪」を繋ぐ取り組
みを進める年と位置付け、本市にとって最優先の課題である「災害復旧と防災・減災対策」
に加えて、「子育て・教育のまち」、「農林業・商工業・観光のまち」、「健幸・福祉のまち」
の３つのまちづくりに取り組みます。
　本編では、はじめに「災害復旧と防災・減災対策」の主要事業と前年度繰越事業を紹
介します。続いて３つのまちづくり、2020東京オリンピック・パラリンピック関連事業、
その他主要な事業を紹介します。
　資料編には、令和２年度当初予算の概要、市の財政状況などを掲載しました。

なお、各ページの事業説明の内容は、下の例のようになっています。

事業説明書の構成と見方

【事業名】
　原則として事業ごとに説明しています。なお、
新規事業や拡充事業（一部新規）にそれぞれ印
をつけています。

【担当課・事業費】
　担当部署と全体予算を記載しています。各課の連
絡先は 40ページに掲載しています。予算額の単位
は、千円を四捨五入して１万円単位で表しています。

【財源】事業費の財源を次の３つの区分で表しています。
市負担：税収などの一般財源です。基金や市債もこの区分に入れています。
国・県の負担：国や県の補助金や負担金で充当される部分です。
その他：上記に含まれない財源です。例えば使用料、手数料などです。
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災害からの復旧と
防災・減災の取り組み

　昨年 10 月に発生した令和元年東日本台風（台風第 19 号）により、伊

達市は河川の氾濫及び土砂災害など、市内各地で甚大な被害を受けまし

た。令和２年度は、最優先の課題である復旧・復興を着実に進めるとともに、

再度の自然災害から市民の皆様の安心・安全を確保するための事業を実施

します。

撮影：国土地理院東北地方測量部阿武隈川と広瀬川が合流する梁川地域の被害状況



66

　　　

浸 水 ・ 内 水 対 策

内水対策事業 都市下水路維持管理事業

古川水害対策事業 工業団地浸水対策事業

災害（防災）対策事業 田んぼダム減災事業

1,185万円 1 億 8,044万円

600万円 200万円

4,189万円 500万円

担当課　伊達総合支所、梁川総合支所
　豪雨災害発生時の地域の安心・安全を確保するため、内
水対策を強化します。

【主な内容】
○伊達地域…事業費721万円
　・�阿武隈川の樋管（向河原、新堀川）への排水ポンプ設

置
　・台風及び集中豪雨時の内水排除作業（５樋管）
○梁川地域…事業費464万円
　・�内水発生個所に設置する可搬型排水ポンプ2台の導入
　・�可搬型排水ポンプ及び発電機の設置、操作・撤収等作

業の委託

担当課　下水道課

　都市計画事業で整備した都市下水路施設の維持管理を行
い、雨水等の排水処理を確保し安心して暮らせる生活環境
を確保します。

【主な内容】
○�施設の修繕・雑草の刈払い・堆積土砂等の撤去
○伊達地域の雨水対策に関する工事計画の検討
○�伊達地域の内水対策のため、内水排除施設の設置と水路
改修工事の実施

担当課　土木課

　古川に隣接している市街地における大雨時の冠水を防ぐ
ため、浸水被害対策を行います。

【主な内容】
○鋼製締切りゲートを設置します。

担当課　商工観光課

　工業団地内の内水対策を実施し、企業の安定操業を図り
ます。

【主な内容】
○�やながわ工業団地に立地している企業の雨水対策として、
排水ポンプを設置します。

担当課　消防防災課

令和元年東日本台風災害からの復旧と、国・県の動向に対
応した災害対策、防災体制の強化を図ります。

【主な内容】
○防災専門員を配置します。
○浸水を防ぐための土のうステーションを設置します。
○災害情報伝達システムを導入します。
○防災行政無線の維持管理
○災害時の避難所運営経費

担当課　農林整備課

　局地的な集中豪雨、台風による豪雨が発生した時に効果
を発揮する農業・農村の多面的機能を活用し、浸水被害を
低減させる事業に取り組みます。

【主な内容】
○�伝樋川流域の浸水被害のため、田んぼダムを設置するた
めの基本調査設計を行います。

財源（万円） 市の負担
1,185 財源（万円） 市の負担 その他（使用料・繰入金）

1億 3,225 4,819

財源（万円） 市の負担
600 財源（万円） 市の負担

200

財源（万円） 市の負担
4,189 財源（万円） 市の負担

500
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避　難　行　動　支　援

消 防 団 活 動 の 強 化

避難情報収集伝達事業 避難行動支援事業

避難所機能強化事業

消防団活動事業 危険ブロック塀撤去事業

2,970万円 1,000万円

200万円

1 億 3,250万円 250万円

担当課　消防防災課

　令和元年東日本台風の浸水区域内に所在する集会施設な
どに、同報系防災行政無線の戸別受信機を設置します。

【主な内容】
○�同報系防災行政無線を補完するための戸別受信機の設置
　�（土砂災害特別警戒区域、台風災害の浸水区域の集会施
設等に設置）
○�台風災害の浸水区域等の避難情報の判断基準とするため、
水位計、監視カメラの設置

担当課　消防防災課

　公共施設や電柱などに災害時の浸水実績水位などを示す
サインを設置します。

担当課　消防防災課

　主要指定避難所となる各地域の中央交流館に、段ボール
ベットやパーテーションなどの備蓄品を配備します。

担当課　消防防災課

　消防団活動の強化を図るため、大規模災害時に必要な装
備品を拡充します。

【主な内容】
○女性消防団盛夏服の更新
○防災対策としての装備品、備品等を購入
　・ヘッドライト（600個）
　・ライフジャケット（300着）
　・発電機
　・投光器

担当課　建築住宅課

　地震による危険ブロック塀の倒壊被害を未然に防止し、
安全なまちづくりを推進するため、市内の道路等に面した
危険ブロック塀を撤去します。

【主な内容】
○�市内の道路等に面した危険なブロック塀の撤去工事を実
施した所有者に対し工事費の一部を補助します。
○�撤去工事費または塀の長さ1ｍ当たり1万円を乗じて得た
額のいずれか少ない額の2分の1の額、最大10万円を限
度として補助します。

財源（万円） 市の負担
2,970

財源（万円） 市の負担
1,000

財源（万円） 市の負担
200

財源（万円） 市の負担 その他
1億 3,244 6 財源（万円） 市の負担 国・県の負担

167 83

その他　安心・安全

戸別受信機
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災 害 復 旧 事 業 　 （ 繰 越 事 業 ） 　

●集会所建設等事業費補助金交付事業
　担当課　市民協働課	 1,313万円
　令和元年東日本台風災害で被害を受けた地域の復旧・復

興を進めるため、集会施設の修繕を補助します。

【主な内容】

○�補修工事などに要する経費の３分の２以内で、200万円

を限度に補助金を交付

財源（万円） 市の負担
1,313

●農地災害復旧支援事業
　担当課　農林整備課� 2 億 9,752万円
　農地災害復旧および、被災したパイプハウス等の修繕費

用等の補助。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1億 2,052 1 億 7,700

●農林業施設災害復旧事業
　担当課　農林整備課� 15 億 5,358万円
【主な内容】

○�農業施設災害復旧事業、農地災害復旧事業、林業施設災

害復旧事業の国庫補助災害復旧事業及び起債による小規

模災害復旧事業。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
3億 324 12億 5,034

●商店街活性化事業
　担当課　商工観光課� 450万円
　令和元年東日本台風で被災した市内の中小企業者の経営

の安定に向けて支援します。

【主な内容】

　○�被災小規模事業者持続化補助金の交付決定を受けた事

業者に対する補助金を交付します。

財源（万円） 市の負担
450

●災害見舞金・弔慰金支給事業
　担当課　社会福祉課� 3,215万円
　令和元年東日本台風災害により住家に被害を受けた市内

居住の方に、見舞金を支給し生活再建を支援します。�

【主な内容】

○�令和元年東日本台風災害により住家が半壊、大規模半壊、

全壊した市内居住者に対して見舞金を支給します。

財源（万円） 市の負担
3,215

●水田営農継続支援事業
　担当課　農政課� 480万円
　農業用施設に被害を受けて水田耕作に支障がある「ほ

場」の営農継続を支援します。水田活用直接支払に加えて

補助金を交付します。

財源（万円） 市の負担
480

●商工業者浸水対策事業
　担当課　商工観光課� 5,500万円
　事業を継続するための敷地かさ上げなど、市内事業者の

防災対策を支援します。

財源（万円） 市の負担
5,500

●地域経済活性化事業（市制度資金保証料補助）
　担当課　商工観光課� 500万円
　令和元年東日本台風災害で被災した市内の中小企業者の

経営の安定を支援します。

【主な内容】

　○�被災事業者が豪雨災害特別資金を利用する際の必要と

なる保証料に対する補助金を交付します。

財源（万円） 市の負担
500
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災 害 復 旧 事 業 　 （ 繰 越 事 業 ） 　

●宅地関連災害復旧事業費
　担当課　建築住宅課� 4 億 5,000万円
　令和元年東日本台風で被災した宅地の復旧費用の一部補

助、災害救助法に基づく日常生活に最小限必要な応急修理

への補助を行い、被災された方の居住の安定を図ります。

【主な内容】

○�宅地関連災害復旧事業�

（居住している宅地災害５万円以上の土砂撤去などが対象）

○�住宅の応急修理�

（大規模半壊又は半壊、損害10％以上の一部損壊が対象）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2億 2億 5,000

●総合治水対策検討事業
　担当課　消防防災課	 1,100万円
　防災減災対策の検討資料となる全体計画の策定

【主な内容】

　○�全体計画の策定するための調査、設計を行います。

財源（万円） 市の負担
1,100

●その他公共施設・公用施設災害復旧事業
　担当課　総務課、梁川総合支所、霊山総合支所、建築住宅課

6,882万円
　被災した公共施設、公用施設の修繕復旧費用。

財源（万円） 市の負担
6,882

●道路橋梁災害復旧事業
　担当課　土木課	 18 億 7,327万円
　令和元年東日本台風で被害を受けた道路や河川の復旧を

引き続き行います。

【主な内容】

○道路災害復旧：31カ所（国庫補助対象事業）

○河川災害復旧：33カ所（国庫補助対象事業）

○その他災害復旧

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
9億 1,654 9 億 5,673

●災害（防災）対策事業
　担当課　生活環境課� 17 億 2,860万円
　災害廃棄物及び公費解体にかかる費用等。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
8億 6,430 8 億 6,430
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令和２年度の
主な取り組み
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　若い世代が安心して子育てができるように、県内

でも先行した取り組みである「伊達市版ネウボラ」

や「認定こども園」の整備など切れ目のない子育て

支援を推進するとともに、変化の激しい社会に対応

する「生きる力」を育む学校教育の充実、小中学校

改築など教育環境の整備を図ります。

Ⅰ.　子育て・教育のまち

不妊治療費助成事業 養育支援訪問事業662万円 286万円
担当課　健康推進課

　不妊治療を行う夫婦の経済的負担軽減のため、治療費の
一部を助成します。
　特定不妊治療に加え、一般不妊治療（人工授精）に対し
ても一部助成を拡充します。
【主な内容】
○特定不妊治療費助成
　�福島県不妊治療費助成を利用し、なお生じる自己負担に
対し市が一部助成をします。
○一般不妊治療費助成　
　�医療保険適用外の一般不妊治療（人工授精）について、
治療費の1/2を助成します。
　期間は初回治療から36月まで、総額６万円まで。
※�特定・一般とも、戸籍上の夫婦、妻の年齢が43歳未満等
の諸条件があります。

担当課　こども支援課

　様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に、育
児・家事の援助や指導助言等を行い、それぞれの家庭の抱
える養育上の問題を解決したり軽減を図ります。

【主な内容】
○�保健師、こども相談員、ヘルパー等が訪問し、育児家事
の援助や指導・助言等を行います。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
109 177財源（万円） 市の負担

662

伊達市版ネウボラ事業 2,892万円
担当課　健康推進課

　すべての妊産婦と乳幼児を対象に、子どもが健やかに成長するように妊娠期から切れ目なく支援する体制を整えること
で、安心して出産・育児ができる地域を目指します。

【主な内容】
○�妊娠届時より就学前まで専任のネウボラ保健師等が子育ての相談を受付けます。
○�妊娠中に育児パッケージをお届けします。
○�産後に助産師が授乳等の支援のため訪問します。
○子育て世代包括支援センター「にこにこ」にてお母さんがホッとできる場を提供します。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,535 1,357

児童クラブの様子
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私立保育園補助金交付事業

幼児発達支援事業

認定こども園運営費負担金事務

子どもの未来応援ネットワーク事業

保原認定こども園整備事業 保育職就労支援推進事業

1,799万円

1,411万円

8 億 6,614万円

266万円

1 億 6,501万円 2,684万円

担当課　こども育成課

　子育てにおける負担の軽減や仕事と子育ての両立支援な
ど、安心して子育てできる環境づくりを推進し多様なニー
ズに対応したサービスを提供します。

【主な内容】
　次の事業を実施する私立保育園に補助金を交付します。
　①一時預かり事業（一般型）　④延長保育促進事業　　
　②障がい児保育事業　　　　　⑤病児保育事業
　③地域活動事業　

担当課　こども支援課

　就学前の幼児やその保護者に対し、相談や支援を行いま
す。

【主な内容】
○�発達が気になる幼児や発達に障がいのある幼児と保護者
への支援、相談を実施します。
○�話し言葉が気になる幼児に対し、発音改善のための言語
指導や相談を実施します。

担当課　こども育成課

　国の基準により、認定こども園の定員や入所児童数等に
応じた運営費を支給します。また、多様な保育サービスを
提供する認定こども園に対し補助金を交付します。

【主な内容】
　次の事業を実施する認定こども園に補助金を交付します。
　①一時預かり事業（一般型）
　②地域振興事業　　　　⑥病後児保育事業　　　　
　③障がい児保育事業　　⑦保育所体験特別事業　　
　④地域活動事業　　　　⑧一時預かり事業（幼稚園型）���������
　⑤延長保育事業���

担当課　こども支援課

　生活環境が不安定な子どもを支援するため、NPOや市民
団体等も含め官民一体となった支援ネットワークを活用し、
健やかに育つ環境づくりを進めていきます。

【主な内容】
○�子どもの居場所づくりを進めている団体等への補助金を
交付します。
○�学習環境が不十分な子どもに対して学習支援を行います。

担当課　こども支援課

　保原地域の就学前児童の受入れのため、認定こども園を
整備します。

【主な内容】
○�民間事業者が行う造成工事、建築工事に対し補助金を交
付します。

担当課　こども育成課

　令和元年10月からスタートした幼児教育・保育無償化等
に伴い増加した保育士等の業務を支援します。

【主な内容】
○�各園の保育士等の業務軽減を図るため、補助職員の雇用
に対して補助金を交付します。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2億 6,295 6 億 319

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
178 88

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1億 2,707 3,794 財源（万円） 市の負担 国・県の負担

511 2,173

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
913 886

財源（万円） 市の負担
1,411
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月舘学園小中一貫教育推進支援事業 3,111万円
担当課　学校教育課

　英語教育、ICT教育、ふるさと学習を掲げた伊達市の小中連携教育をリードする学校の実現を目指します。

【主な内容】
○�外国語指導助手（ALT）を月舘学園に常駐させ、小学校１年生から中学校
３年生までの９年間の英語教育の充実に取り組みます。
○�タブレットPCや電子黒板を活用し、画像、動画、音声などを用いて、楽
しくわかりやすい授業を行います。
○�伊達市内のベンチャー企業と提携し、ロボットを使ったプログラミング教
育システムを導入し進めていきます。（福島県産ロボット導入支援助成金
を活用）

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
3,032 79

小学校施設整備事業 3 億 9,065万円
担当課　教育総務課

　老朽化が著しい掛田小学校（校舎２棟、屋内運動場）の
耐震化および施設の長寿命化のため、耐震補強・大規模改
修工事等を実施します。

【主な内容】
○�掛田小学校の校舎及び体育館の改修工事を行います。
○�粟野小学校校舎と大田小学校体育館の耐震設計を行いま
す。������������������������������������

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
3億 6,090 2,975

放課後児童クラブ建設事業 2 億 5,999万円
担当課　こども育成課

　伊達小学校児童の放課後の安全・安心な居場所を提供し、
子どもたちの育成と支援を行うため、伊達小学校アリーナ
棟と合築で「だて児童クラブ」（令和４年度開所予定）を
改築します。

【主な内容】
○児童クラブ建設工事

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2億 4,855 1,144

通学合宿体験活動事業 582万円
担当課　生涯学習課

　子ども達に、自分の生活を自分で律することのできるた
くましさや知恵を身に着ける体験をさせるため、簡易宿泊
所を使用した通学合宿体験事業を実施します。

【主な内容】
○�市内の小学５年生全
員を対象とした炊事、
洗濯、清掃等を含め
た体験活動事業を実
施します。

財源（万円） 市の負担 その他（負担金）
541 41

中学校施設整備事業 8,700万円
担当課　教育総務課

　老朽化が著しく耐震補強が困難な霊山中学校の旧校舎の
取り壊し、新校舎の改修工事等により、学習環境の改善を
図ります。

【主な内容】
○�霊山中学校新校舎の改修工事を行います。��������������������������������������

財源（万円） 市の負担
8,700

今年 4月に開校した月舘学園の校舎

保原総合公園に完成した簡易宿泊所
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伊達小学校改築事業

学校支援地域連携推進事業 教育相談事業

5 億 6,500万円

1,487万円 2,022万円

担当課　教育総務課

　老朽化した校舎および屋内運動場などの教育環境を改善するため、伊達小学校の改築工事を実施します。

【主な内容】
○伊達小学校の耐震化、長寿命化のための改築工事を実施。
　令和2年度は敷地造成工事やアリーナ棟建築工事等を行います。

担当課　生涯学習課

　学校と地域社会をつなぐスクールコミュニティセンター
を設置し、地域全体の教育力の向上と学校を核とした地域
コミュニティの形成を推進します。

【主な内容】
○�地域ボランティアによる学校支援、学校施設の地域への
開放、学校施設を利用した地域での学びや交流を進める
ために、地域コーディネーターを配置します。

担当課　学校教育課

　いじめや不登校等をはじめとする児童生徒の悩みや問題
行動の解決を図るため、各分野の専門員を配置します。

【主な内容】
○�子どもの現状に寄り添った支援や学校生活及び将来に向
けた支援を行います。
○�心理学の専門職であるスクールカウンセラーの教育相談
などにより、児童生徒の心の問題の解決を図ります。
○�福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーの教育
相談などにより児童生徒の置かれている環境に働きかけ、
改善を図ります。
○�適応指導教室「あおば教室」を設置し、個に応じた学習
を行い、学校への復帰を図ります。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
5億 5,196 1,304

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
575 1,447財源（万円） 市の負担

1,487

伊達小学校校舎
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　若者の地元企業への就職と定住、市外からの移住

に繋がるよう、企業誘致や新規就農支援など働く場

の確保に取り組みます。また、相馬福島道路の全線

開通と市内４つのインターチェンジ開設を控えてい

る中で、伊達の歴史・文化・自然・特産物などの地

域資源を生かした交流人口の拡大を図ります。

Ⅱ.　農林業・商工業・観光のまち

森林資源を生かした生業づくり事業

就農支援事業

６次産業化推進事業

伊達田園回帰支援事業

1,102万円

2,800万円

300万円

80万円

担当課　農林整備課

　森林資源の利用促進を図るため、林業普及啓発活動等を
実施します。

【主な内容】
○�林業普及啓発活動では、親子木育体験事業を行い伊達市
産材の良さをPRします。木育体験事業では、親と子が一
緒に椅子の組立を行います。
○�森林経営管理法の制定にともない、森林の機能の維持及
び回復を図るため、森林整備計画の策定及び森林所有者
の森林整備状況の意向調査等を実施します。

担当課　農政課

　新規就農者、農業担い手の確保・定着のために、経営の
不安定な就農初期等を支援し、安定的な経営が展開できる
よう、意欲と経営能力のある農業担い手を育成します。

【主な内容】
○�新規就農者や就農希望者の相談、
ニーズを一体的に受付ける（マッ
チング機能）事業を実施します。
○�農地賃借料補助や農業機械・施設
整備補助、農業後継者就農支援な
どを活用し、新規就農を支援しま
す。

担当課　農政課

　農業者の雇用と所得を確保するとともに若者も集落に定
住できる社会を構築するため、農業の生産と加工販売の一
体化や、地域資源を活用した新たな産業（６次産業化）の
創出を促進します。

【主な内容】
○�農産物（規格外品を含む）によるお酒やジュース等の開
発を行います。
○�農家等が自ら生産した農産物や地域で生産された農産物
の加工から販売まで取り組むための機材等の整備に要す
る費用に対して助成します。�������������������������������������

担当課　農政課

　就農希望者へ農業研修や体験等の機会を設け、就農への
動機づけを行います。

【主な内容】
○�就農相談会に来場した方を中心に、農業研修や体験等へ
の参加を呼びかけます。
○就農希望者と新規就農者等との意見交換の場を設けます。

財源（万円） 市の負担
300

財源（万円） 市の負担
80

財源（万円） 市の負担
1,102

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
925 1,875

霊山登山
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鳥獣害対策事業

猪革プロジェクト事業福島大学食農学類連携プログラム事業

林業諸費 2,373万円

100万円100万円

1 億 2,090万円
担当課　農政課

　原発事故の影響により一般狩猟による捕獲が減少したこ
とに伴い、侵入防止柵等購入補助等、農業に被害を及ぼす
有害鳥獣の捕獲活動等を支援します。

【主な内容】
○�イノシシ侵入防止柵等の設置の補助をします。
○�伊達市鳥獣被害対策実施隊による有害鳥獣の捕獲駆除を
行います。

担当課　農政課

　市内全域の農作物被害の原因となっている有害鳥獣を地
域資源として利用し、地域資源のブランド化と地域の活性
化や雇用の創出につなげます。

【主な内容】
○�有害鳥獣であるイノシシの皮を地域資源として活用し、
企業とのコラボ商品として開発、販売を推進します。
○�ワークショップの開催によるPR。
○�ワークショップ運営指導者の育成。

担当課　農政課

　市、地域、福島大学食農学類が連携し、本市の農業を取
り巻く課題解決策の提案に取り組む事業です。
　市は課題解決に大学の学術的視点を生かし、学生は課題
調査から解決策提案までの専門知識を応用する実践力を身
につける連携プログラムです。

【主な内容】
○�福島大学食農学類２年生が、10月から実施する「食農実
践演習」において、伊達市における農業の課題調査から
解決策の提案に取り組みます。

担当課　農林整備課

　林業全般にわたる事業。

【主な内容】
○森林施業のための道である林業専用道の整備。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
3,690 8,400 財源（万円） 市の負担 国・県の負担

1,859 514

財源（万円） 市の負担
100財源（万円） 市の負担

100

商店街活性化事業 1,256万円
担当課　商工観光課

　空き店舗を活用した創業と既存店店舗の改修、商品開発、
賑わい創出等を支援し、まちなかの活性化を推進します。

【主な内容】
○�空き店舗を活用し創業する場合の家賃、改修費に対する
補助金の交付
○�売上増や集客力向上等のため既存店舗の改修費に対する
補助金の交付
○�売上増や集客力向上等のため新商品開発や既存商品のリ
ニューアル費用に対する補助金の交付
○�商店街の活性化のためのイベント等の開催費用に対する
補助金の交付

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,004 252

起業支援事業 430万円
担当課　商工観光課

　新たな事業機会の創出と商業活動を推進するため、商業
者の意欲的な販促活動を支援し、商店街の活性化を図りま
す。

【主な内容】
　道の駅りょうぜんと商店街の空き
店舗でチャレンジショップを設置し、
創業希望者を募集します。

財源（万円） 市の負担
430
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企業誘致推進事業

道の駅管理運営事業観光誘客促進事業

まちの駅やながわ管理運営事業

1 億 7,984万円

6,465万円362万円

1,898万円

担当課　商工観光課

　工場等の新規立地や、既存立地企業の活性化を通じて、
市内へ働く場を創出し、若者の定住を促進します。

【主な内容】
○�伊達市主催の企業立地セミナー開催し、市長トップセー
ルス、企業との情報交換を行い企業誘致に繋げます。
○��福島県主催の企業立地セミナーへ参加し、伊達市のPR、
企業との情報交換を行います。
○��伊達市内で新規に立地した企業及び設備投資をした企業
に対して地元雇用者を１年以上継続して雇用した場合に
１人につき50万円を交付します。

担当課　商工観光課

　一般社団法人霊山振興公社を指定管理者として道の駅を
運営し、本市の魅力発信と様々な交流による賑わいを創出
するとともに、相馬福島道路からの新たな観光拠点として、
市内観光への回遊を促
します。

【主な内容】
○�指定管理委託業務事
務
○道の駅連絡会等事務
○施設修繕等

担当課　商工観光課

　地域経済を活性化するため、伊達氏発祥の地「伊達市」
を全国へPRするために制作したアニメ「政宗ダテニクル」
を活用し、観光誘客と若い世代による交流人口の拡大を図
ります。

【主な内容】
○�政宗ダテニクルSNS
情報発信
○��伊達市アニメツーリ
ズム実行委員会によ
る「伊達なアニメ
フェス」の実施支援

担当課　梁川総合支所

　梁川地域において、来訪者への観光情報の発信と休憩の
場を提供し、地域住民との交流を促進する場として設置し
た「まちの駅やながわ」の運営と管理を行います。

【主な内容】
○地域の物産品販売
○歴史資料の展示
○観光案内所の運営
○休憩所の運営

財源（万円） 市の負担
1,898

財源（万円） 市の負担
1億 7,984

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他（EV使用料）
6,275 140 50財源（万円） 市の負担

362

雇用促進事業 280万円
担当課　商工観光課

　若年者や女性等の人材確保ならびに定着の促進、全員参
加型社会の実現の推進に取り組み、持続可能な地域経済の
実現を図ります。

【主な内容】
○�ハローワークと連携し、若者の離職防止や女性活躍推進
のセミナー、企業向けセミナー等を開催します。���������������������������������������

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
140 140…

福島市・相馬市・二本松市・伊達市観光圏整備事業 114万円
担当課　商工観光課

　福島市・相馬市・二本松市・伊達市の４市による「ふく
しま観光圏」を形成し、海・山・里エリアの役割を踏まえ
ながら、県内外からの観光誘客促進と長時間の滞在につな
げることでの地域経済活性化を図ります。

【主な内容】
○アウトドアツーリズムの推進
　・サイクルイベントの開催
　・�デジタル媒体へのコース登録およびプロモーションの

開催
　・認定コース、アクティビティ情報マップの作成
○広域連携型教育旅行受入プロジェクトに向けた整備
　・教育旅行特化型民泊事業に係る勉強会の開催

財源（万円） 市の負担
114
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赤坂の里森林公園管理事業

霊山地区観光用施設管理事業

史跡整備保存活用事業 677万円

793万円

178万円
担当課　保原総合支所

　キャンプや芋煮会などに幅広く利用されている赤坂の里
森林公園の維持管理および整備を行います。

【主な内容】
○令和２年４月から新しい管理棟施設の運用が開始
　�主な設備　ロビー、温水シャワー（男女各２室）、トイ
レ（男女各２室、多目的１室）
○管理棟施設を利用した情報発信
○地元で組織された団体による園内施設の維持管理��������������������������������������������

担当課　霊山総合支所

　霊山地域の観光資源である霊山や茶臼山の景観維持とそ
の付属施設の維持管理を行います。

【主な内容】
○�霊山神社下駐車場に設置されているトイレの改修を行い
観光客等が快適に利用できるようにします。
○�観光用施設の遊歩道、公衆トイレの維持管理など

担当課　生涯学習課

　令和元年度に新たに国指定史跡となった梁川城跡を含め
た、市内史跡の維持・管理を行います。

【主な内容】
○�将来の整備活用を見
据えた国指定史跡
（霊山、宮脇廃寺跡、
梁川城跡）の保存・
管理
�����������������������������

財源（万円） 市の負担
793

財源（万円） 市の負担
178 財源（万円） 市の負担 その他（使用料・諸収入）

667 10

上空から見た梁川城跡
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　市民誰もが「安心して子育てができ、安心して歳

がとれるまち」を目指し、高齢になっても住み慣れ

た地域で元気に活躍できるように運動習慣化支援や

元気づくり会を核とした施策に取り組みます。また、

支援が必要な人が自立した日常生活や社会生活を営

むことが出来るよう、状況に応じた事業を実施しま

す。

Ⅲ.　健幸・福祉のまち

健幸都市推進事業健康運動習慣化支援事業 2,307万円3,449万円
担当課　健幸都市づくり課

　高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らし、市民
誰もが健康で幸せに生きがいを持って暮らしていける「健
幸なまち」を目指します。
【主な内容】
○歩きたくなるまちづくり事業
　・�商店街をエリアとしたマルシェ

（梁川地域）
　・�健幸フェスタin伊達の開催
　・情報誌の発行
○だてな健幸ポイント事業
　日々の歩行や健康診断の受診などの
健康づくりに対するポイントを付与し
ます。また、気軽に楽しく、継続的に
取り組んでいただくため、スマート
フォン専用アプリや専用台紙を用いた
事業を実施します。

担当課　健幸都市づくり課

　多くの市民の皆さんが運動を通した健康づくりを身につ
け、継続していただけるように、きっかけとなる様々な運
動事業を提供します。生活習慣病や介護の予防により健康
寿命を延ばし、元気で生き生きと暮らしていけるように支
援します。

【主な内容】
○�健康運動事業（健幸クラブFine）
　トレーニングマシンを活用した指導型運動教室
○いきいきウォーキング事業
　手軽にいつでも取り組めるウォーキングの推進事業
○�元気づくり会
　�身近な集会施設等で実施する、市民主体の運動事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
2,086 221財源（万円） 市の負担 その他（参加者負担金）

2,201 1,248

地域生活支援事業 避難行動要支援者対策事業8,495万円 502万円
担当課　社会福祉課

　地域で生活する障がい者が、自立した日常生活や社会生
活を営むことができるよう、本人の状況やニーズを踏まえ
相談等に応じ、必要なサービスの提供等、安心して暮らす
ことのできる地域社会の実現を目指します。

【主な内容】
○�障がい者やその家族への相談支援、交流の場を提供しま
す。
○�手話の普及および手話奉仕員養成研修を行います。
○�居宅する障がい者に対し、外出時の移動支援、訪問入浴
サービス、日中における活動の場を提供します。
○�障がい者が、日常生活をより円滑に送れるよう日常生活
用具を給付します。

担当課　社会福祉課

災害時に自力避難が困難な避難者の安否確認や避難誘導等
の支援を円滑に行うため、避難行動要支援者のリスト作成
や情報共有等により、要支援者を支援します。

【主な内容】
○�災害時に活用できる要支援者の情報が記載された名簿、
地図等を整備します。
○�市内の避難行動要支援者のリストおよび、地域の避難支
援関係者（民生児童委員、社会福祉協議会、消防機関な
ど）への名簿提供に同意された方のリストを作成します。
○�避難誘導等を適正に実施するための個別支援計画を盛り
込んだリストを作成します。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
5,099 3,396 財源（万円） 市の負担

502

元気づくり会の活動
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Ⅳ.　東京オリンピック・パラリンピック関連事業

伊達市がガイアナ共和国の
  ホストタウンに登録！
伊達市がガイアナ共和国の
  ホストタウンに登録！

ブラジル

ベネズエラ
ガイアナ

スリナム

Zoom !

ガイアナっ
て、

どこ？ ガイアナっ
て、

どんな国？

伊達市との

つながりは
？

　南米大陸の北部に位置し、カリ
ブ海、大西洋に面した国です。東
にスリナム、西にベネズエラ、南
にブラジルと接しています。

　人口約 76 万 2,000 人。首都はジョージタウン。
主要産業は農業や鉱業（ボーキサイト、金）など。南
アメリカで唯一英語が公用語の国です。
　前回のオリンピック（リオデジャネイロ大会）には、
陸上と水泳に出場しました。

　東日本大震災に際し、ガイアナ共和
国から日本赤十字社あてに多額の寄付
を受けました。これを基に避難した市
民に対して生活家電が提供され、市民
生活の早期再建に繋がりました。

ガイアナの面積
（約 21.5 万㎢）は
本州とほぼ同じ
大きさ

Tokyo2020〝伊達なKIZUNA〟事業 1,007万円
担当課　総合政策課

　復興五輪である2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に合わせ、東日本大震災からの復興に対する
感謝と本市の魅力を広く発信し本市の更なる振興を図ります。
【主な内容】
○復興ありがとうホストタウン
　ガイアナのオリンピック関係者を招き文化、芸術、食を通した交流を行います。
○オリンピック観戦イベント
　市民にオリンピックを観戦する機会を提供します。
○パブリックビューイング
　市民を挙げてガイアナや市ゆかりの選手を応援するイベントを開催します。
○日本人オリンピアンの招致
　日本人オリンピアンを招致し未来のオリンピック選手を輩出するための機
運を醸成します。
○都市装飾
　公共施設等にオリンピックに関する装飾を行い、オリンピックの機運を醸
成します。
○観光拠点回遊
　市内の観光拠点を巡るコースを設定して大会後も持続するレガシーを創出
します。
○観光（多言語）パンフレットの作成
　多言語パンフレットを作成しインバウンドの増加を図ります。
○��ニット製品販路拡大�
外国人を対象に大会後も継続した取引を行えるようPRし
ます。 財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他（諸収入）

964 21 22

ガイアナ共和国選手団長のガーフィールドさん（左
から 2人目）と同国オリンピック委員会のナリニ
さん（左から 3人目）
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Ⅴ.　その他の主要事業

新多目的交通システム事業

伊達の生涯活躍のまち加速化事業 阿武隈急行支援事業

地域公共交通網形成計画策定・推進事業 7,096万円

493万円 1,997万円

1,367万円
担当課　総合政策課

　高齢者等の移動手段の確保や商店街の活性化を図るため、
電話予約によるまちなかタクシー（デマンド型乗合交通）
を運営する事業者に運行経費の一部を補助します。

【主な内容】
○ほばらまちなかタクシー運行補助
○�霊山・月舘まちなかタクシー運行補助
○�梁川・伊達まちなかタクシー運行補助
○国見まちなかタクシー運行負担金

担当課　総合政策課

　首都圏等在住のアクティブシニアや多世代、学生等の若
者を呼び込みながら、地域で不足する担い手を確保し、市
民も含めみんなが役割をもつことで生涯に渡り活躍でき、
健康で活動的な生活ができる「全世代・全員活躍のまち」
を目指します。

【主な内容】
○事業予定者との具体的な事業内容の協議
○首都圏に移住相談窓口設置
○官民連携まちづくり推進協議会への参画

担当課　総合政策課

　阿武隈急行株式会社が行う阿武隈急行線の橋やトンネル
修繕等に必要な費用の一部を県や沿線市町と協調して補助
します。

【主な内容】
○阿武隈急行株式会社への補助

担当課　総合政策課

　本市の実情にあわせた地域公共交通を目指し、公共交通
網形成計画及び公共交通網再編実施計画を策定し、利便性
が高く持続可能な地域公共交通網の形成を目指します。

【主な内容】
○伊達市地域公共交通活性化協議会の開催
○伊達市地域公共交通網形成計画の策定
○伊達市地域公共交通網再編実施計画の策定

財源（万円） 市の負担
1,997

財源（万円） 市の負担
1,367 財源（万円） 市の負担 国・県の負担

6,846 250

財源（万円） 市の負担
493

伊達な宣伝部長保原総合運動公園の拡張整備後のイメージ
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伊達地域まちづくり活性化事業

シティプロモーション推進事業

高校生伊達な〝ミライ〟創出プロジェクト事業

公共施設配置適正化推進事業

地域自治組織推進事業

英語が溶け込むまちづくり事業

2,000万円

1,191万円

100万円

129万円

6,768万円

1,107万円

担当課　伊達総合支所

　一般社団法人「まちづくり伊達」への運営支援及び官民
連携により地域の課題解決を推進するための実効のある施
策の推進を図ります。

【主な内容】
○�賑わいのある商店街を目指し、イベントや後継者育成な
どの「まちなか活性化事業」を実施します。
○�まちなかの公共施設を活用し、「まちなか社会実験事
業」などに取り組みます。

担当課　秘書広報課

　地域を支える「担い手」となる関係人口を市内外に創出
するために、外部視点を取り入れながら、市の魅力や地域
ブランド向上、主に首都圏に向けた発信力強化、地域参加
意欲拡大のサイクル形成等に取り組みます。

【主な内容】
○シティプロモーションワークショップ等の開催
○地域おこし企業人の派遣負担金、企画事業
○伊達なふるさと大使、伊達な宣伝部長への情報発信支援����������������������

担当課　地域振興対策室

　地域に対する課題意識や貢献意識を持ち、将来、地域な
らではの新しい価値を創造し、地域を支えることのできる
人材等を育成するため、市内の高等学校が地域課題の解決
等に取り組む活動を支援します。

【主な内容】
○�市内の高等学校が地域課題の解決等に取り組む活動に対
して、1校当たり最大で30万円を交付
○活動内容を発表する報告会の開催����������������������

担当課　財政課

　人口減少社会における市民ニーズの変化や将来発生する
公共施設の更新費用等の課題へ対応するため、公共施設の
集約化、多機能化、複合化、除却等を検討し、公共施設の
配置適正化を図ります。

【主な内容】
○�モデル施設を選定し、集約化、多機能化、複合化等、方
針決定となった公共施設の調査や改修に要する実施設計
を委託します。

担当課　市民協働課

　「自分たちの地域は、自分たちでつくる」という自主・
自立の考えのもと、地域の実情に合わせた地域づくりを推
進するため、地域自治組織の活動を支援します。

【主な内容】
○�地域のありたい姿などを明確化した「地域づくり計画」
の策定
○地域自治組織に関する会議等の開催
○地域自治組織の活動支援交付金の交付

担当課　市民協働課
　国際交流員を任用し、楽しく英語に親しむことができる
環境を整備します。
　子どもや市民が楽しみながら英語を体験することができ
る事業を行います。
【主な内容】
○�月舘学園での英会話活動（低学年の授業、スクールコ
ミュニティ活動）
○�幼稚園、認定こども園、屋内こども遊び場、保原小学校
チャレンジ教室での英語体験事業
○�翻訳、通訳など外国人向け各種事業のサポート
○�外国人の困りごと相談支援
○�外国人と一緒の交流ツアーの企画
○�ホームページやフェイスブックでの情報発信
○�市民向け英語講座

財源（万円） 市の負担
129

財源（万円） 市の負担
6,768

財源（万円） 市の負担 その他（雑入）
1,038 69

財源（万円） 市の負担
2,000

財源（万円） 市の負担
1,191

財源（万円） 市の負担
100
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街路灯管理事業

高速道路対策事業

移住・定住促進事業 空き家対策事業

保原総合運動公園拡張整備事業4,762万円

6,955万円

2,390万円 210万円

２億 1,490万円
担当課　土木課

　夜間における車両と歩行者の交通の安全確保と防犯に配
慮し、安心な地域社会を推進するため、街路灯の設置及び
維持管理を行います。

【主な内容】
○街路灯の修繕、新設�������������������������������������

担当課　土木課

　復興支援として整備が進められている相馬福島道路は、
令和元年度までに相馬ＩＣから霊山ＩＣまで開通しました。
令和２年度の全線開通に向けて国と事業を推進します。

【主な内容】
○�国が工事用道路として整備した市道用地の取得（８路
線）

担当課　市民協働課

　定住・交流人口の増加による地域活性化を進めるため、
首都圏等在住者を対象とした移住施策を推進します。また、
移住者の仕事のマッチングとして、保育士をターゲットと
したパッケージを創設し
ます。

【主な内容】
○�伊達市移住コンシェル
ジュによる相談受付
○�首都圏等での移住セミ
ナー出展
○�移住のための各種支援

担当課　市民協働課

　適切に管理されていない空き家による環境衛生、防犯、
防災などの問題が発生しているため、伊達市空家等対策計
画に基づき空き家の発生予防や利活用促進などを推進しま
す。また、空き家を有効活用するための空き家バンクを推
進し、移住定住を促進します。

【主な内容】
○伊達市空家等対策協議会の開催
○空き家バンクの運営
○空き家改修支援事業補助金の交付

担当課　都市整備課

　保原総合公園の広域的な利用と市民のさらなる健康増進、
青少年の健全育成や福祉の向上に資するため、総合的なス
ポーツ・レクリエーション拠点としての公園の拡大及び機
能拡充を推進します。

【主な内容】
○�パークゴルフ場の供用開始に向けて、駐車場等の舗装工
事と電気設備の整備を行います。

財源（万円） 市の負担
210

財源（万円） 市の負担
２億 1,490財源（万円） 市の負担

4,762

財源（万円） 市の負担
6,955

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,860 530

高子駅北地区住宅団地整備事業 3 億 892万円
担当課　都市整備課

　伊達市が掲げる健幸都市構想に基づき「安心して子育て
ができ、安心して歳がとれるまち」を目指し、土地区画整
理事業で住宅団地整備を実施する高子駅北地区土地区画整
理組合に対して、事業
促進のため支援します。

【主な内容】
　伊達市高子駅北地区
土地区画整理事業補助
金交付要綱に基づき、
用地費及び工事費の費
用の一部を補助します。

財源（万円） 市の負担
3億 892
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道路新設改良事業 2 億 506万円
担当課　土木課

　市内各地域の特性を生かした地域間の交通連係を促進するため、国庫交付金及び合併特例債などを活用し、道路ネット
ワークの整備を行います。

【主な内容】
①市道原西３号線外　　　R399交差点改良関連
②市道西塩野川町裏線　　R349梁川バイパス整備関連
③市道大柳石橋線　　　　県道飯坂保原線交差点改良関連
④市道田向流町３号線　　相馬福島道路のIC整備関連

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1億 1,240 9,266

④田向流町 3号線【保原地域】

①原西 3号線外【伊達地域】

③大柳石橋線【保原地域】

②西塩野川町裏線【梁川地域】

上保原字流町

上保原字上ノ原

上保原字観音前

上保原字上当築

上保原字田向

上保原字採芝崖

上保原駅

阿武隈急行線

字沖前

字上川原

箱崎
字中川端 字原

字原前

伊達中学校

399

字沖

阿武隈川

大柳字高森

大柳字大鳥

大柳字大上山

高成田字上前田

高成田字谷地ノ入

高成田字出羽

大柳字谷池前 高成田字道添

高成田字四合内

高成田字加ノ田

高成田字作田 高成田字千枚沢

349

塩野川字西塩野川

字大清水

字大町 2丁目

字南町谷川
字野田川原

字東塩野川
R3
49
バ
イ
パ
ス
予
定
区
間

場
所 西塩野川地内

概
要 用地補償・工事負担金　長さ＝ 80メートル

場
所 大柳字大鳥地内

概
要 調査設計・用地補償　長さ＝ 500メートル

場
所 箱崎字原地内

概
要 舗装工事　長さ＝ 200メートル

場
所 上保原字上当築地内

概
要 改良舗装工事　長さ＝ 200メートル

※標記の延長は、概算ですので現地精査の結果により増減いたします。
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内部被ばく検査事業

除染対策事業

外部被ばく検査事業

ため池等放射性物質対策事業

1,360万円

16 億 8,849万円

987万円

20 億 2,000万円

担当課　健康推進課

　放射能健康不安の解消と安心を確保するため、ホールボ
ディカウンタによる内部被ばく線量を測定します。

【主な内容】
○�なかのクリニック、福島県労働保健センターで、ホール
ボディカウンタ測定による内部被ばく検査を実施します。

担当課　放射能対策課

　放射能による市民の不安を解消するため、安心・安全な
地域を目指し、放射能対策を行います。

【主な内容】
○除染除去物の搬出作業業務
○仮置場原状回復業務　　　
○放射能相談センター設置
○仮置場の維持管理���������������������������

担当課　健康推進課

　放射能健康不安の解消と安心を確保するため、ガラス
バッジ（積算線量計）による外部被ばく線量を測定します。

【主な内容】
○�希望者を対象に、ガラスバッジによる測定を７月から９
月までの期間で実施します。また、10月以降も測定を希
望する方には、D-シャトルの貸出しを行います。

担当課　農林整備課

　ため池の機能回復を図るため、国の基準値を超えたため
池について底質除去作業を行います。

【主な内容】
○�放射性物質対策として、ため池37ヵ所の底質除去作業を
行います。

財源（万円） 国・県の負担
987

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
5億 500 15億 1,500

財源（万円） 国・県の負担
1,360

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
200 16億 8,649

生活用水供給（宅配）事業 未普及地区飲料水確保支援事業452万円 980万円
担当課　水道課

　中山間地域等の水道未普及地域において、市民の生活用
水（飲用以外）を確保するため、給水車による生活用水の
宅配事業を実施します。

【主な内容】
○�申し込みがあった世帯に対して、用意されたタンクまで
給水車で生活用水をお届けします。
　（利用料金：１㎥あたり500円）

担当課　水道課

　飲料水の確保が困難となる状況に対処し、市民の文化的
な生活の維持向上を図るため、水道未普及地域における井
戸掘削等工事に要する経費について補助金を交付します。

【主な内容】
○�水道未普及地域における一般住宅の新たな飲料水確保の
ための井戸掘削等工事及び水源の改築工事
�（補助率：2/3・補助限度額　60万円）

財源（万円） 市の負担
980財源（万円） 市の負担 その他（利用料金）

423 29
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浄化槽設置支援事業

保原地域石綿セメント管更新事業 公共下水道整備事業

3,042万円

1 億 8,544万円 9,700万円

担当課　下水道課

　家庭から排水される生活雑排水をきれいにし、河川や水
路などの水質保全や快適な生活のため、下水道や農業集落
排水施設を利用できない区域で、合併処理浄化槽を設置す
る人に対して補助金を交付します。

【主な内容】
○�浄化槽設置等への補助金（16万6,000円〜54万8,000円）
　※�浄化槽の大きさや建物の用途によって異なります。

担当課　水道課

　�保原地域において、老朽化による漏水の危険性が高い石
綿セメント管を、耐久性・耐震性に優れた災害に強い水道
管に布設替えするため、国の補助事業を活用し、新たな事
業に取り組みます。

【主な内容】
○事業予定　　令和２年度〜令和11年度
　・�令和２年度
　　石綿セメント管更新事業実施設計業務委託
　　長さ＝2.0㎞
　・令和２年度
　　石綿セメント管更新工事　長さ＝1.29㎞

担当課　下水道課

　河川や水路などの水質保全や快適な生活のため、下水道
を整備します。

【主な内容】
○�下水道本管を埋設し各家庭からの汚水を流すために、整
備区間の宅地に公共桝を設置します。
○�今年度は、0.4㎞、2.8ha（保原町字京門地内）を整備し
ます。
※�下水道使用が可能になった市民の皆さんは、速やかに下
水道に接続をお願いします。

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
4,985 4,715

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,681 1,361

財源（万円） 国・県の負担 その他
1,783 1 億 6,761
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Ⅵ.　総合支所の事業

総合支所企画推進事業

地域づくり支援事業

1,000万円
担当課　各総合支所

　既存の地域づくりの枠に捉われることなく、新しい地域づくりを行う事業等に対し、各総合支所が柔軟に対応し支援す
ることによって、地域課題の解決を図り、将来の地域づくりを推進します。

【主な内容】
　各総合支所間内管内の新たな地域づくりの活動や地区の課題、要望事項に対応するための経費（各総合支所200万円）
○地域活動支援事業
○総合支所地域戦略事業
○市有施設維持管理事業

　市民が主体的に取り組む地域づくり事業、身近な町内会活動などに交付金の助成を行います。�

【主な内容】
○行政区運営事業　　　　　　行政推進員に対する謝礼金
○行政区活動交付金　　　　　町内会活動を育成する交付金
○地域づくり支援事業交付金　令和２年度の申請により交付先、事業を決定

財源（万円） 市の負担
1,000

●伊達地域づくり支援事業
　担当課　伊達総合支所� 1,382万円

財源（万円） 市の負担
1,382

●梁川地域づくり支援事業
　担当課　梁川総合支所� 2,497万円

財源（万円） 市の負担
2,497

●保原地域づくり支援事業
　担当課　保原総合支所� 2,860万円

財源（万円） 市の負担
2,860

●霊山地域づくり支援事業
　担当課　霊山総合支所� 1,530万円

財源（万円） 市の負担
1,530

●月舘地域づくり支援事業
　担当課　月舘総合支所� 835万円

財源（万円） 市の負担
835
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　令和２年度の一般会計、特別会計及び公営企業会計をあわせた全体の予算規模は、520
億 6,153 万円となりました。（昨年度から 1.5％減）
　令和２年度は、本市の魅力を更に磨き上げるとともに、市民一人ひとりが安心・安全に
生活することができるように、防災・減災について見直す年度と位置づけた予算としました。

一般会計予算　327億 2,204 万円　　　
（対前年 16億 2,898 万円の減、4.7％の減）
　通常、市の予算といえば一般会計予算のことを
いいます。
　市の基本サービスである福祉、教育、道路や公
園の整備などを行うための予算となります。

伊達市全会計
520 億 6,153 億円

（対前年7億 7,995 億円の
減、1.5％の減）

特別会計予算　150億 4,722 万円
（対前年 10億 4,162 万円の減、6.5％の減）
　特定の目的のための会計予算のことで、国民健
康保険税などの特定の収入をもとに、一般会計と
切り離して収入と支出を経理します。伊達市には、
次の７つの特別会計があります。
①国民健康保険特別会計
②後期高齢者医療特別会計
③介護保険特別会計
④粟野地区農業集落排水処理事業特別会計
⑤工業団地特別会計
⑥月舘宅地造成事業特別会計
⑦財産区特別会計（12会計）

企業会計予算　42億 9,227 万円
（対前年 18億 9,066 万円の増、78.7％の増）
　民間企業と同じように事業収益で運営している
予算です。
　伊達市では、水道企業会計と下水道事業会計（令
和２年度から企業会計に移行）がこの予算になり
ます。

令和２年度　当初予算の概要
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■一般会計　歳入（収入）の概要

■一般会計　歳出（支出）の概要

義務的経費
138 億 3,599 万円 42.3%

投資的経費
30 億 1,815 万円 9.2%

その他
158 億
6,790 万円
48.5%

歳出合計
327億
2,204 万円

人件費
49 億
9,860 万円
15.3%

扶助費
49 億 76万円
15.0%

公債費 
39 億 3,663 万円
12.0%

普通建設事業
30 億 1,815 万円
9.2% 

積立金
167 万円
0.0%

補助費等 
47 億
5,076 万円
14.5%

補助費等 
47 億
5,076 万円
14.5%

物件費
86 億
9,010 万円
26.6%

維持補修費
1 億
9,677 万円
0.6%

貸付金
1 億 6,560 万円
0.5% 

繰出金 
19 億 6,300 万円
6.0%

予備費
1 億円 0.3%性質別

総務費
38 億
5,568 万円
11.8%

民生費
92 億
9,360 万円
28.4%

予備費
1 億円 0.3%

議会費
2 億 4,070 万円 0.7%

公債費
39 億
3,663 万円
12.0%

災害復旧費
43 億
7,737 万円
13.4% 

教育費
35 億
375万円
10.7%

衛生費
19 億
2,767 万円
5.9% 

労働費
1,647 万円 0.1%

商工費 
6 億 4,627 万円 2.0%

農林水産業費
10 億 7,915 万円 3.3% 

土木費　
22億
2,367 万円
6.8%

消防費
15 億 2,108 万円 4.6%

目的別

歳出合計
327億
2.204 万円

依存財源
239 億 4,445 万円
73.2%

自主財源
87 億 7,759 万円
26.8%

市税
54 億
8,261 万円
16.7%

地方譲与税
3 億 5,274 万円
1.1%

税外収入
32 億 9,498
10.1% 

その他の交付金
14 億 4,745 万円
4.4%

地方交付税
98 億 5,240 万円
30.1%

国庫支出金
45 億
513万円
13.8%

県支出金 
43 億
9,483 万円
13.4%

市債
33 億
9,190 万円
10.4%

歳入合計
327億
2,204 万円

万円 

　市の収入には、市税のほか国・県から交付されるお金や借入金があります。

【令和２年度の特徴】

　市に入る収入（歳入）は、前年度と比べて 16
億 2,898 万円（△ 4.7％）減少しました。その大
きな要因は、ため池等放射性物質対策事業に係る
福島再生加速化交付金や月舘小中一貫校推進事業
の完了による公立学校施設整備費国庫負担金など
国庫支出金が大きく減額になったことによります。
　市税は、前年度とほぼ同程度の額を見込みまし
たが、市の主要な財源である普通交付税は、合併
に伴う普通交付税の段階的縮減措置などを考慮し
て減少するものとして見込みました。
　全体予算に占める自主財源の割合は約 26.8％
で、依存財源は 73.2％となりました。

【性質別で見た主な特徴】
・扶助費　　　�幼児教育・保育の無償化に伴う園

の運営費負担の増などによる増

・普通建設費　�小中一貫校推進や通学合宿所整備
の事業完了などによる減

・補助費　　　�保育職就労や農業振興に係る支援
事業の増などによる増

・物件費　　　�農地等除染とため池等放射性物質
の対策事業の減などによる減

【目的別で見た特徴】
・	総務費　　　　�伊達の生涯活躍のまち加速化事業の減などによる減
・民生費　�　　　�放課後児童クラブ建設事業の増などによる増
・	農林水産業費　�農業振興支援や農業施設維持管理事業の増などによる増
・	消防費　　　　防災・減災事業の増などによる増
・	教育費　　　　�小中一貫校推進や通学合宿所整備の事業完了などによる

減
・	災害復旧費　　�農地等除染とため池等放射性物質の対策事業の減などに

よる減

　市で使うお金（歳出）は、その使い道によって「性質別」と「目的別」の２つの視点から見ることができます。
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　基金とは、特定の目的や財政の運営のために使う「貯金」のことです。
　基金の総額は、令和元年度末で 122億 38万円となる見込みです。令和 2年度はその一部を取り崩し、高
子駅北地区住宅団地整備事業、小学校施設整備事業（掛田小学校などの耐震化）、企業誘致推進事業（新工業
団地造成）、地方債償還元金などに活用する予定です。そのため、令和 2年度末の基金総額は 101億 6,843
万円となる見込みです。

基　　　金　　　名 平成 28年度末�
現在高

平成 29年度末�
現在高

平成 30年度末�
現在高

令和元年度末�
現在高見込額

令和 2年度末�
現在高見込額

財政調整基金 43億8,388万円 41億5,254万円 37億6,508万円 25億7,939万円 16億2,177万円
減債基金 21億4,004万円 15億2,260万円 13億4,296万円 11億2,319万円 7億2,330万円
地域創造基金 39億4,508万円 39億8,537万円 40億　814万円 34億5,739万円 34億5,828万円

そ
の
他
の
基
金

復興きずな基金 2億8,861万円 0円 − − −
福祉基金 5,962万円 5,963万円 5,963万円 5,964万円 5,965万円
ふるさと水と土保全基金 2,839万円 2,439万円 2,040万円 1,640万円 1,240万円
国際交流基金 509万円 409万円 409万円 209万円 210万円
こどもの村施設整備基金 5,612万円 5,612万円 5,364万円 5,367万円 5,369万円
奨学資金貸付基金 1億　488万円 1億　488万円 1億　484万円 1億　484万円 1億　484万円
寺田育英奨学資金給付基金 1,359万円 1,287万円 1,188万円 1,090万円 990万円
ケーブルテレビ設備機器整備基金 133万円 133万円 133万円 133万円 133万円
教育振興基金 9,289万円 8,731万円 8,087万円 7,244万円 6,908万円
教育施設整備基金 15億2,023万円 14億8,615万円 15億1,286万円 12億5,055万円 10億　756万円
公共施設維持整備基金 28億4,413万円 27億5,676万円 23億7,104万円 14億4,962万円 11億7,501万円
森林環境譲与税基金 − − − 461万円 461万円
地域雇用創出・産業活性化基金 3億4,855万円 3億　　19万円 6億7,463万円 5億9,358万円 4億　197万円
さわやか現道整備基金 2億　　96万円 1億　115万円 4億　118万円 2億　118万円 2億　121万円
広域的減容化施設影響緩和基金 1億円 2億　　3万円 2億　　8万円 2億　　13万円 2億　　15万円
国民健康保険財政調整基金 2億2,434万円 2億2,434万円 7億1,487万円 5億2,462万円 5億2,469万円
国民健康保険高額医療費資金貸付基金 301万円 301万円 301万円 301万円 301万円
介護保険介護給付費準備基金 7,813万円 7,813万円 2億6,312万円 3億2,475万円 3億6,068万円
粟野地区農業集落排水処理事業財政調整基金 7,095万円 7,095万円 7,890万円 8,150万円 8,153万円
財産区基金合計 8,636万円 8,636万円 8,801万円 8,555万円 9,167万円

合　　　計 165億9,618万円 153億1,820万円 157億6,056万円 122億　　38万円 101億6,843万円

市の財政状況
■一般会計（当初予算）の推移

■基金（積立）現在高の推移
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　市債とは、公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の「借入金」のことです。
　自治体では、その年で使うお金を同じ年度で得る収入（市税や地方交付税など）で賄わなければなりませ
んが、多額の費用を必要とする公共事業は通常の収入で賄うことはできません。
　また、整備した公共施設は次世代の皆さんも利用します。そこで長期間にわたり使用する学校や道路など
の公共施設の建設事業を行う場合、借り入れすることが認められています。
　令和2年度末には全会計合計で元年度末から13億9,202万円増加し、541億4,104万円となる見込みです。
　なお、全体の４分の３以上を占める一般会計の中には、本来、国が補助金や交付金などの形で市に交付し
なければならないものを国に代わって市が一時的に借入れし、後で返済額の全部または一部が国から地方交
付税として交付されるものも含まれています。令和 2年度末残高見込は、伊達小学校改築事業、放課後児童
クラブ建設事業等の大規模事業のための借入により、市の自己財源で返済しなければならない額が増額とな
るため、財政計画の方針に基づき歳出削減を図ることなどにより、今後も引き続き健全な財政の維持に努め
てまいります。

平成29年度末
残高

平成 30年度末
残高

令和元年度末
残高見込額

令和 2年度末
残高見込額

一 般 会 計 376億 8,529 万円 403億 8,354 万円 409億 5,836 万円 428億　600万円

水 道 事 業 53億 9,146 万円 49億 9,733 万円 46億 2,417 万円 43億 8,825 万円

公共下水道事業 74億 3,793 万円 72億 9,316 万円 71億 4,499 万円 69億 2,529 万円

工業団地事業 2,150 万円 2,150 万円 2,150 万円 2,150 万円

合　　　計 505億 3,618 万円 526億 9,553 万円 527億 4,902 万円 541億 4,104 万円

■借入金（市債）の推移

平成 18年度末
残高

平成 28年度末
残高

平成 29年度末
残高

平成 30年度末
残高

令和元年度末
残高見込額

令和 2年度末
残高見込額

0 20億 40億 60億 80億 100億 120億 140億 160億 180億

財政調整基金 9 億 4,418 万円
減債基金 1 億 6,396 万円
地域創造基金 11 億 1,399 万円

その他の基金 16 億 7,997 万円

39億 4,508 万円43億 8,388 万円

41億 5,254 万円

37億 6,508 万円

16億 2,177 万円 7 億 2,330 万円
34億 5,828 万円 43億 6,508 万円

13億 4,296 万円
40億 814万円 65億 1,866 万円

15億 2,260 万円
39億 8,537 万円 56億 5,769 万円

61億 2,718 万円

25億 7,939 万円
11億 2,319 万円
34億 5,739 万円 50億 4,041 万円

21億 4,004 万円

0 100 億 200億 300億 400億 500億50億 150億 250億 350億 450億

平成 18年度末
残高

平成 29年度末
残高

平成 30年度末
残高

令和 2年度末
残高見込額

市の自己財源で返済するもの 国が交付税として配分するもの
【一般会計の市債残高】

200億 1,041 万円 143億 4,694 万円

110億 3,894 万円 266億 4,635 万円

130億 1,192 万円 279億 4,644 万円令和元年度末
残高見込額

118億 5,662 万円 285億 2,692 万円

159億 7,404 万円 268億 3,196 万円
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　市の財政状況や健全化を判断する指標はいろいろあります。中でも次の指標は健全化を判断するうえで重

要な指標です。平成 30年度決算額をもとに各指標について説明します。

⑴　決算額の推移　　

　平成 30年度の決算は、歳入 335.7 億円（対前年度比▲ 8.9 億円▲ 2.6％）、歳出 321.4 億円（対前年度

比▲ 3.8 億円▲ 1.2％）となりました。

　保原体育館改修整備事業や道の駅（建設）推進事業が終了したことなどにより、歳入、歳出ともに減額となっ

たものです。

平成
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

歳入

歳出

（億円）

200

300

400

500

600

237.8

246.2
252.1

260.3

246.6

270.3

268.3

286.1

276.1

293.7 326.1

354.8
377.8

402.7
475.1

506.5

334.5

354.9

306.8

327.6
330.0

347.3

318.0

337.3

313.6

327.8

※地方財政状況調査（決算統計）による推移

⑵　財政力指数　 数字が大きいほうがより健全

　財政力指数は、市の人口や面積などに応じ標準的に必要となるお金に対して、市自ら得るお金（税金や各

種使用料など）がどの程度であるか、いわば市の「財政の体力」を示す指標です。

　数値が大きければ大きいほど財源に余裕があることになり、数値が「１」であれば、100％自主的な収入

で市の運営ができることになります。

平成
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

0.3

0.4

0.5

0.45
0.47

0.46
0.44

0.42

0.39 0.39 0.39
0.40 0.40 0.40 0.40

■財政状況
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⑶　経常収支比率　 数字が小さいほうがより健全

　経常収支比率は、税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（経常的な収入）に対して、人件費

や施設の維持費、福祉の経費など毎年決まって出て行くお金（経常的な経費）がどの程度の割合になるか、

いわば市の「財政の柔軟性」を示す指数です。

　数値が大きければ大きいほど自由に使えるお金が少ないことになり、数値が「100％」であれば、入って

くるお金の全てが決まった支出となるため、自由に使えるお金はゼロとなります。

平成
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

80

90

100

91.9
93.3

90.1
88.1

81.5
84.8

82.3

85.3
87.2 86.3

89.9

93.2

96.6
（％）

⑷　実質公債費比率　 数字が小さいほうがより健全

　実質公債費比率は、税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（経常的な収入）に対して、借入

金（市債）の返済に充てた経費（公債費）がどの程度の割合になるか、いわば市の「借金返済の負担の大きさ」

を示す指数です。

　数値が大きければ大きいほど借金返済の負担が大きいことになり、数値が「25％」を上回ると、国から財

政健全化に向けた様々な制約が課せられます。

5

10

15

20

16.3 15.9 15.5
14.6

13.4
11.6

9.8
8.3

7.4 6.8 6.4 6.6 6.6

（％）

平成
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
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用　　語 説　　明

会
　
　
計

一般会計 市の中心となる会計で、行政サービスの根本的なものである福祉、教育や道路、公園の整
備などを行うための予算。

特別会計 特定の目的のための会計予算で、国民健康保険特別会計など、特定の収入があり、一般会
計から切り離して収入、支出を経理する予算。

歳
　
　
入

自主財源 市が自主的に収入できる財源のこと。

依存財源 国や県から交付されたり、割り当てられる収入のこと。

市税 皆さんに納めていただく税金です。

地方交付税 全国の地方公共団体が一定水準の行政サービスを確保できるよう、国が国税の中から交付
するもの。

地方譲与税 国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与される税金のこと。

国庫支出金 国から交付される特定の事業に充てるための資金のこと。

県支出金 県から交付される特定の事業に充てるための資金のこと。

市債 市が資金調達のために借り入れるお金のこと。

歳
　
　
出

義務的経費 給料などの「人件費」、生活保護などの「扶助費」、借入金の返済の「公債費」のことで、
毎年必ず支出しなければならない費用のこと。

投資的経費 公共施設の建設、道路や公園の整備・建設など将来世代に渡り使用するような施設・都市
基盤の整備にかかる費用のこと。

議会費 議会運営の経費。

総務費 市の全般的な管理事務などの経費。

民生費 障がい、児童福祉、生活保護などの経費。

衛生費 保健衛生、環境保全、ごみ処理、リサイクルなどの経費。

農林水産業費 農林業の振興や農業土木などの経費。

商工費 商工業や観光の振興などの経費。

土木費 道路、橋、河川、都市計画、公園、市営住宅などの経費。

消防費 消防や防災対策のための経費。

教育費 幼稚園や小中学校、社会教育など全ての教育関係の経費。

公債費 市が事業を行うために借り入れたお金の返済金。

災害復旧費 災害によって生じた被害の復旧に要する経費。

市
　
　
債

臨時財政対策債
本来は国から交付されるべきお金を、市が一時的に借金をして立て替えるものです。返済
額が 100％国から交付される仕組みですが、返済するまでは、市の債務として計上され
ます。

合併特例債 合併後のまちづくりを定めた新市建設計画に基づき実施される事業で特別に借入れができ
るものです。返済金の 70％が国から交付されます。

●財政用語の説明
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基金名 説　　　　　明 担当課

財政調整基金
市の財政は、景気の悪化などにより大幅な税収減に見舞われたり、災害などにより支
出が多くなる場合があります。この基金は、このような場合に備え収支の不均衡を調
整するために設けられたもので、計画的な財政運営を行うため積み立てておくもので
す。

財 政 課

減債基金 市の借り入れの返済を将来に向けて計画的に行うために設けられた基金で、収入が多
い場合にその度合いに応じて積み立てておくものです。 財 政 課

地域創造基金 合併に伴い設置された基金で、合併に伴う地域の振興および住民の一体感醸成のため
の事業に活用される財源として積み立てておくものです。 総合政策課

福祉基金
市民の皆さんや企業などから福祉向上のためにいただいた寄附金を積み立て、高齢者
や障がい者などの福祉の向上、ボランティア活動の活発化、保健福祉の増進に関する
各事業に要する資金に充てるものです。

社会福祉課

ふるさと水と土保
全基金 土地改良施設などの整備に充てるため積み立てておくものです。 農林整備課

国際交流基金 市が実施する国際交流事業および民間機関・団体などが行う国際交流事業を助成する
ために設けられた基金で、国際交流の推進を図るために積み立てておくものです。 市民協働課

霊山こどもの村施
設整備基金 霊山こどもの村園内にある施設の整備に充てるために積み立てておくものです。 霊山総合支所

奨学資金貸付基金 教育の機会均等を図るための基金です。能力があっても経済的理由により就学困難と
認められる生徒または学生に奨学資金の貸付を行うために設けられたものです。 教育総務課

寺田育英奨学資金
給付基金

伊達地域の寺田一男氏からの寄付により創設したもので、伊達地域出身の４年制以上
の大学に進学した学生に、一人につき奨学金 10�万円を給付しています。 伊達総合支所

ケーブルテレビ設
備機器整備基金 ケーブルテレビの設備および機器の修繕更新に備えるために積み立てておくものです。 秘書広報課

教育振興基金 教育施策の推進に要する財源を確保するためのものです。教育の総合的振興を目的と
しています。 教育総務課

教育施設整備基金 学校や体育館などの教育施設の整備のために積み立てておくものです。これにより計
画的な維持修繕など健全な施設管理が図られます。 教育総務課

公共施設維持整備
基金

市には、たくさんの施設がありますが、老朽化が進んで修繕や建て替えが必要となる
場合に備えるために積み立てておくものです。 財 政 課

地域雇用創出・産
業活性化基金

仕事の場をつくるために、国からの地域雇用創出推進費を積み立てたものです。仕事
を探している人に一時的に仕事を提供したり、農業や商工業を活発にするために活用
されています。

商工観光課

さわやか現道整備
基金

市で管理している砂利道路はまだまだ残っています。その中の生活道路を今の幅のま
ま舗装していくために積立てておくものです。 土 木 課

広域的減容化施設
影響緩和基金

仮設焼却炉の立地などに伴う影響を緩和する事業に充てるため積み立てておくもので
す。 総合政策課

国民健康保険財政
調整基金

急激な医療費の増加や経済事情の変動により財源に著しく不足が生じた場合に充てる
ためのものです。 国保年金課

国民健康保険高額
医療費資金貸付基
金

被保険者の方が、医療費が高額のため支払いが困難な場合に、市が医療費の 80�パー
セントを貸し付けるためのものです。 国保年金課

介護保険介護給付
費準備基金

介護保険特別会計において、毎年決算後の剰余金を積み立てておく基金です。給付費
が伸びた場合に取り崩すことになります。 高齢福祉課

粟野地区農業集落
排水処理事業財政
調整基金

粟野地区農業集落排水処理施設の適正な維持管理指針に基づき、施設の老朽化や自然
災害などの不測の事態に備えて積み立てるものです。 下 水 道 課

財産区基金 市内各 12�財産区の運営・維持管理をしていくために積み立てておく基金です。各財
産区特別会計で突発的支出などにより資金が不足した場合に取り崩すこととなります。 農林整備課

●基金の説明
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●市民憲章

　伊 達 市 民 憲 章 	 〜心をひとつに〜　

わたしたちは、緑豊かなふるさとの歴史と伝統に誇りをもち、

協働の精神でさまざまな困難をのりこえ、

健康で安心して暮らせる活力ある「伊達なまちづくり」をめざし、この憲章を定めます。

一　まもりましょう　ふるさとの自然と歴史を

一　つなぎましょう　世代の絆とたしかな信頼を

一　そだてましょう　支えあいと思いやりの気持ちを

一　きずきましょう　学ぶ心とゆたかな文化を

一　めざしましょう　すこやかで活力のあるまちを　

まもりましょう
ふるさとの自然と歴史を

　豊かな自然環境と、先人が
築いてきた歴史、文化、伝統
を大切に守り、それらを生か
したまちづくりに努め、心豊
かに生活できるふるさとの実
現をめざします。

きずきましょう
学ぶ心とゆたかな文化を

　教育や文化を尊重し、読書
に親しみ、生涯を通して学べ
る教育環境を充実させ、広い
視野に立って行動し、地域を
活性化できる創造的な人材の
育成をめざします。

つなぎましょう
世代の絆とたしかな信頼を

　世代の垣根を越えて人々が
連携し、望ましい信頼関係を
築き、創意ある取り組みで地
域の活力を生み出し、規律を
尊重した安全・安心な地域づ
くりをめざします。

めざしましょう
すこやかで活力のあるまちを

　健幸都市宣言をふまえ､ 子
どもからお年寄りまで運動に
親しみ、地域も人も輝く活気
あるまちづくりを推進し、地
域の特色を生かした産業の振
興・発展をめざします。

そだてましょう
支えあいと思いやりの気持ちを

　自らを高め、地域ぐるみで
お互いを支え合い、安心な子
育てを実現し、住み慣れたふ
るさとで自分らしく明るく暮
らせる社会づくりをめざしま
す。
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●伊達市歌
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部　　署　　名 連 絡 先

市 長 直 轄
総合政策課 575-1142

放射能対策課 575-1003

総 務 部

総務課 575-1111

人事課 575-1104

地域振興対策室 575-2115

秘書広報課 575-1113

CATV室 551-2131

財 務 部

財政課 575-1189

収納課 575-1231
575-1232

税務課 575-1138
575-1235

契約検査室 573-9150

市民生活部

消防防災課 575-1197

生活環境課 575-1228
575-1290

市民課 575-0205

市民協働課 575-1177

健康福祉部

社会福祉課 575-1264
575-1274

高齢福祉課 575-1299
575-1125

国保年金課 575-1198

健幸都市づくり課 575-1146
575-1148

健康推進課
575-1116
575-1153
576-3736

ネウボラ推進室 573-5687
576-3510

産 業 部

農政課 573-5635

農林整備課 573-5638
573-5647

商工観光課 573-5632

建 設 部

建築住宅課 573-5064

土木課 573-5063

都市整備課 573-5620

高速道路推進室 573-5076

部　　署　　名 連 絡 先

上下水道部

水道課 573-5038
573-4138

水道お客様センター 573-5036

下水道課 573-5059

教
育
委
員
会

教 育 部

教育総務課 573-5852

生涯学習課 573-5804
573-5709

学校教育課 573-5824
573-5833

学校給食センター 575-5311

市立図書館 551-2132

こども部
こども支援課 573-5652

こども育成課 573-5691

議 会 事務局 575-1217

農業委員会 事務局 573-5623

行政委員会 事務局 575-1204
575-1207

出 納 会計課 575-2116

部　　署　　名 連 絡 先

伊 達 総 合 支 所 583-2111

梁 川 総 合 支 所 577-1111

保 原 総 合 支 所 575-2111

霊 山 総 合 支 所 586-3401

月 舘 総 合 支 所 572-2111

●問い合わせ窓口

　令和2年 4月

伊達市長　　　　　　　　　　　　　　　

令和２年度 伊達市事業説明書の発刊にあたって
　市が行う行政サービスや各分野の事業には、大小問わず全て予算が伴います。
　毎年どのような事業があって、どのような予算規模で行われるのかを知るには、その
年度の予算書を見て頂ければ良いのですが、実際の予算書は事務的かつ専門的に記載
されているため、職員以外には分かり難い作りになっています。そのため、より多くの市
民の皆さんに、今年度に取り組む主な事業や予算の概要を知っていただけるように、本
冊子に簡潔に取りまとめましたので是非ご活用ください。
　令和２年度当初予算の編成にあたっては、市民の皆様の安心・安全を確保し、次世代に
「安心の輪」をつなぐ取り組みを進める年と位置付けました。
　昨年10月の東日本台風では、伊達市内において河川氾濫や土砂災害が発生し、市内
各地で甚大な被害を受けました。今年度は、市の最大の使命である、市民の皆さんの安
心・安全を確保するために復旧・復興と防災・減災対策に取り組み、災害に強いまちづく
りを重点的に進めてまいります。
　また、本市の大きな課題として人口減少への対応がございます。
　そのためには、若い世代の地元定着や市外からの移住促進が重要と捉えており、新工
業団地の造成、企業誘致や新規就農支援などによる働く場の確保、地域資源を活かした
交流人口や関係人口の拡大を図ってまいります。
　さらに、県内でも先行した取り組みである「伊達市版ネウボラ事業」をはじめとする子
育て支援、学んだことが生きる力につながる教育の充実にしっかりと取り組み、若い子育
て世代にとって魅力的な地域づくりを進めてまいります。
　加えて、高齢者を含めて、支援が必要な人たちが住み慣れた地域で安心して活躍でき
る社会とするために、運動習慣化支援と元気づくり会を中心とした健幸都市施策を推進
してまいります。
　これら「子育て・教育のまち」、「林業・商工業・観光のまち」、「健幸・福祉のまち」の３つを
基軸とする事業を展開し、市民の皆様と共に、次世代に「安心の輪」をつなげる取り組み
に取り組んでまいりますので、よろしくお願いいたします。

●市役所本庁舎案内図
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